
地域連携推進会議議事録 

 

開催日時 令和７年 10 月 21 日（火） 13 時 00 分～14 時 35 分 

開催場所 リラックス 

出席者  〈地域連携推進会議委員〉 

保護者代表、地域代表、利用者代表 各１名 

     〈施設代表〉   

管理者、サービス管理責任者、愛らんど・ふれあいらんど施設長（日中活動） 

各１名 

 

１．議長挨拶 

今年度より義務化となった地域連携推進会議について、８月に施設見学を実施した。本

日は別紙の資料を基に、会議を開催するので、どうぞよろしくお願いいたします、と挨拶

があった。 

 

２．出席者自己紹介 

出席者について、改めて自己紹介をしていただく。 

 

３．議題 

・会議の趣旨 

地域連携推進会議を開催するにあたり、改めてその趣旨を説明する。令和７年度から義務

付けられた取り組みで、主な目的は、利用者と地域との関係作り、地域住民へ施設活動や利

用者生活の理解促進、サービスの透明性、質の確保、利用者の権利擁護の４点である。 

・法人の沿革や理念 

 昭和 49 年に大滝村（現伊達市大滝区）で大滝学園を開設したことに始まり、現在伊達市

大滝区に３施設（施設入所２施設、共同生活援助１施設）、苫小牧市に３施設（生活介護１

施設、就労継続支援 B 型１施設、共同生活援助１施設）を展開している。法人の理念は「共

育」で、「生命を守る」、「可能性を信ずる」、「相手の立場に立って考え行動する」、「反省す

る」という４つの指針があり、利用者、その家族、職員、それぞれが共に育ちあう姿勢を大

切にしている。委員より、反省するとはどのようなことかとの質問があり、施設代表より、

反省するとは、日々の利用者支援の中で自分の行いの振り返りをし、よりよい支援につなげ

ていくためにはどうすべきか考えることや、間違いや失敗をしてしまった後に、そのままに

するのではなく、それを次に生かしていく姿勢のことを意味していますと返答する。 

・知的障がい、障害福祉サービスについて 

 知的障がいや発達障がいについて、それぞれ認識はあると思うが、それぞれの特徴や違い



についてまとめた。知的障がいとは「知的機能の障害が発達期（おおむね 18 歳まで）にあ

らわれ、日常生活に支障が生じているため、何らかの特別の援助を必要とする状態」と定義

される。医学的には精神遅滞/精神発達遅滞と呼ばれる。主な原因は、生理的要因（基礎疾

患が見られないが知的能力と社会生活が障害範囲内）、先天的要因（出生前に生じたもの）、

後天的要因（出産前後の感染症や中毒、染色体異常、代謝異常など）の３つ。必ず遺伝する

ものではない。発達障がいには ASD（自閉スペクトラム症）、ADHD（注意欠陥多動症）、

LD/SLD（学習障がい等）があり、ASD は対人関係や社会的やりとりの障害、こだわり行

動、感覚過敏などが特徴。ADHD は不注意、多動性、衝動性が特徴。LD/SLD は特定の学

習分野で困難がある。知的障がいと発達障がいは異なるが、併存する場合もある。知的障が

いの程度は「軽度」「中等度」「重度」「最重度」の４つに分けられ、知能検査や日常生活能

力を基に判定される。診断には知的面の能力、社会・日常生活の適応能力、発達期までの発

症などを総合的に判断する。障がい福祉サービスの詳細について別紙資料を基に説明する。 

・リラックスでの生活について 

現在は知的障がいのある方４名が利用（支援区分：３が１名、４が２名、６が１名）して

いる。年齢層は 30 代～70 代、利用年数は４年～23 年。平日は朝 6:30～9:30、夕方 15:00～

20:00 まで職員（生活支援員、世話人）を配置している。日中は生活介護事業所ふれあいら

んど、就労継続支援 B 型事業所愛らんどを利用している。休日は帰省する方や施設内でゆ

ったり過ごす方がいる。日常の様子：日中活動から帰宅後、入浴・洗濯・居室掃除を行い、

18 時頃から夕食。その後は各自居室で自由に過ごしている。 

・運営体制について 

職員体制は４名で、配置基準は生活支援員 0.7 名、世話人 0.6 名（常勤換算）。管理者１名

（兼務）、サービス管理責任者１名（兼務）。夜間は職員配置せず、オンコール体制（施設長

が所持）。連携施設は生活介護事業所ふれあいらんどが担っている。令和６年度の利用率は

年間平均約 92％、直近の入退所はなし。取得加算については基本報酬のほかに人員配置体

制加算、福祉専門職配置加算Ⅲ、福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅱを算定している。昨年度

の運営状況について、資金収支計算書や事業収支計算書を見ながら説明を行う。施設情報や

経営状況は「障害福祉サービス等情報検索」（WAMNET）で公表していることをお知らせ

した。 

・虐待防止への取り組みについて 

毎月職員会議を実施し、その中で人権擁護虐待防止委員会を開催。通年で開催内容を決め、

資料に基づき研修を実施。新聞やニュースで虐待事案が報道された際は内容を周知し、支援

の見直し機会とする。年１回、自己評価と職場評価を各職員に実施し、今年度からは評価に

基づいた面談も実施。外部の虐待防止研修に参加し、その内容を内部研修として伝達。 

・非常災害対策について 

火災避難訓練、風水害、火山噴火、地震等の訓練を年間計画で実施。火災時は熱や煙で報

知器が作動し、自動で消防署や職員へ通報。報知器はパッケージ型スプリンクラーと連動し、



火災発生箇所の消火を自動で行うようになっている。業務継続計画（BCP）を策定し、胆振

東部地震や新型コロナウイルス等のような災害・感染症発生時にも生活継続できる対策を

講じている。非常食や個人防護具は収納スペースの都合で少量をリラックスで保管し、残り

はふれあいらんどで保管している。訓練は年間計画に基づき実施している。 

 

４．その他 

・委員からの発言を求めたが、特になかった。 

 ・来年度も地域連携推進会議を開催するが、見学と会議を同時開催するようにするか検討

する。また、法人全体で会議を開催することも可能であるとのことなので、他施設とも

協議する予定である。 

 

 

以 上 


